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Ⅰ 会議概要 

 

（１）日時：２００９年５月１９日（火）～２０日（水） 

（２）場所：オーストラリア・ゴールドコースト 

（３）参加者：我が国をはじめ、豪州、カナダ、中国、インド、韓国及び米国の７カ国

から、政府関係者及び民間関係者が出席。我が国からは、西村内閣官房参与、本部資

源エネルギー庁次長、島田環境省国際調整官等が出席した。各国からの主な出席者は

別紙のとおり。 

 

Ⅱ 主要議事と結果 

 

（１） 各国のステートメントが発表され、我が国を代表し西村内閣官房参与から、

未来開拓戦略における低炭素革命や省エネ法改正によるセクター別アプローチの導入、

クールアースパートナーシップに代表されるようにあらゆる資金源を導入し技術移転に

向け途上国支援を継続していることなど地球温暖化対策に関する最新動向を紹介の後、

鉄鋼及びセメントＴＦにおける日本のＡＰＰに対する貢献を紹介し、日本から提案の道

路交通セクター新設については引き続き検討が必要であることを強調した。 

 またＡＰＰはこれまで、各国の状況の多様性を考慮し各セクター固有の課題に向けた

現実的な対策を官民の協力によって積み上げており、それらの成果は、今後の低炭素社

会に向けた各国の政策や莫大な投資に反映されるべきであり、更に、このような経験は

コペンハーゲンにおける次期枠組みの議論が進む中で、その要素としても取り入れられ

ていくべきことを訴えた。 

 

（２） ８つのタスクフォース（ＴＦ）議長から活動状況を報告し、意見交換を行

った。我が国が議長を務める２つのＴＦのうち、鉄鋼ＴＦからは、主要技術が普及した

場合のＣＯ２削減ポテンシャルが加を含めＡＰＰ７ヵ国合計で 1.29 億トンであること、

中期目標設定の方法論の基本的な考え方として、エネルギー効率を指標とすることなど

を主旨としたセントルイス・アグリーメントが採択されたこととともに、セクターにお

ける国別目標の設定を国連次期枠組み交渉における目標設定と切り離すことは難しいと

の共通認識があったことを説明した。 

また、セメントＴＦからは、ＣＯ２排出量算定に向けたキャパシティビルディング・

セミナーを実施したこと、中国やインドに対して省エネ・環境診断を実施したこと、省

エネ・省資源に関する主要技術集を公表したことを説明した。 

更に、建物及び電気機器ＴＦから提案されたニアゼロエミッションビルに関する国際

連携プロジェクト（リード国：加、参加国：日、米、中、豪）を含む５つのプロジェク

トが新たに認められた。 
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（３） ＡＰＰの今後の活動については、全ての国がこれまでのＡＰＰの取組を評

価するとともに、地域性や官民協力、セクター別に特徴づけられるユニークなＡＰＰの

取組を維持していくことが重要との意見が出された。その後、今後の発展の方向性につ

いて活発な議論が行われた。 

 議論の中で、ＡＰＰの活動と国連次期枠組み交渉との補完的な関係についてより明確

にしていくこと、これまでのデータ収集、ポテンシャル分析から、削減効果をともなう

技術移転プロジェクトに拡大して行くことが重要であり、そのためにはＡＰＰの取組を

各種資金メカニズムに結びつけて、持続可能なメカニズムを作っていくことが鍵である

旨が確認された。なお、我が国からは、鉄鋼ＴＦにおいて、中印に対する省エネ・環境

診断結果を踏まえた技術移転と資金支援を結びつけるために JBICと協力を行っている状

況について紹介した 

また、ＡＰＰが各国の低炭素化への構造変革(Transformation）に関与していくことが

必要であり、今後その方向で検討していくことになった。 

 

（４）次回の閣僚会合については、再度、中国から今年の１０月末から１１月初めの間

に開催する意向が表明され、各国から賛同を得た。今後、国連次期枠組み交渉の機会等

を活用しながらアジェンダ設定や開催地の決定など、会合に向けた準備を進めていくこ

ととなる。 

 

Ⅲ 評価 

 

（１）各ＴＦの運営と成果に対し、各国が高い評価を示した。鉄鋼ＴＦからは、目標設

定の方法論の基本合意として、エネルギー効率を指標とすることを主旨としたセント

ルイス・アグリーメントが採択されたことを説明し、また、セメントＴＦからは、中

国やインドに対して省エネ・環境診断を実施したことを説明し、これらの定量評価や

セクター毎のベンチマークの設定が有効な取組であると評価を受けた。 

 

（２）ＡＰＰの将来について、全ての国からＡＰＰの取組が重要である旨発言があり、

官民が協調しセクター毎の課題に対応してプロジェクトを実施していくＡＰＰの活

動のあり方の有益性が再確認された、今後も活動を続けることの重要性が確認された

ことは、ＡＰＰ活動をリードしてきた我が国にとって評価できる。今後は、資金メカ

ニズムとの連携、道路交通タスクフォースの設置などの新たな活動、これまでのＴＦ

活動の整理・統合の際に低炭素化への構造変革を促すようにしていくことが必要とな

る。 

 

（３）中国が第３回閣僚会合を積極的に誘致し開催することはＡＰＰ活動のモメンタム

が維持・加速されたことを意味し評価される。こうした中で、ＡＰＰのユニークな官

民協調によって得られた経験や知識を２０１３年以降の次期枠組みに適切に反映さ

せることにより、地球温暖化対策の推進に寄与することが期待される。 

 



 

 

（別紙） ＡＰＰ第７回政策実施委員会 各国の主な出席者 

 

＜豪州＞ 

 Louise Hand        気候変動省 Ambassador for Climate Change  

Drew Clark  資源エネルギー観光省 Deputy Director 

 Ross Carter      環境水資源潅漑芸術省 First Assistant Secretary 

 

＜カナダ＞ 

  Darren Goetze  環境省 Director 

  Mark Pearson       資源エネルギー省 Director General 

 

＜中国＞ 

 Guangsheng Gao  国家発展改革委員会 Director General 

 Guoqiang Lu  国家発展改革委員会 Deputy Director 

   

＜インド＞ 

 Rajesh Sethi  環境森林省 Director 

  Abhay Kumar Joytishi 石炭省 Director 

 

＜日本＞ 

 西村 六善      内閣官房 参与 

 本部 和彦    経済産業省 資源エネルギー庁次長 

島田 久仁彦   環境省 地球環境局国際調整官 

 覚道 崇文   経済産業省 製鉄企画室長（鉄鋼 TF 議長） 

 山下 文夫   経済産業省 住宅窯業建材課長補佐（セメント TF 議長代理） 

 

＜韓国＞ 

  Hong Jin    知識経済省 Director General 

  Kyung-Jin Boo  エネルギー経済研究所 Senior Fellow 

 

＜米国＞ 

 Daniel Reifsnyder    国務省 Deputy Assistant Secretary (PIC 議長) 

 Griffin Thompson 国務省 APP Program Manager 

Alfred Whitehouse 内務省 Director, International Programs 
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